
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　家庭電気器具用ワンドであって、
　互いに内部で入れ子になるように寸法づけられた複数のチューブを備え、
　各チューブは、自身を隣接するチューブに対する伸張位置に固定するために

作動可能であり かつ隣接する前記チューブに対して自身を入れ子式に摺動可能
にするように解放可能であり、
　 前記チューブが完全に後退した 位置にある時に互いに隣接して位置するよ
うに 前記固定機構が 配置されている家庭電気器具用ワン
ドにおいて、
　各固定機構は、それぞれの前記チューブが後退する時に隣接する固定機構によって解放
され、
　各固定機構は、該固定機構が前記チューブを隣接する チューブに錠止する錠止位置
と、該固定機構がそれぞれの前記チューブ間の運動を可能にする解錠位置と の間で可動
であり、
　それぞれの前記チューブが後退する時に、１つの固定機構が の固定機構を押圧し、も
って該 の固定機構を前記解錠位置内に動かすように、隣接する固定機構は隣接するチュ
ー 位置づけられ、
　各固定機構は突出部を備え、前記突出部 記チューブ 前記錠止
位置において 記チュー 位置するカラーを保持するように配置
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される空洞を画成し、
　前記突出部は ームによって 担持され、
　

　前記アームは 前記固定機構の解錠に際し、前記他の固定機構を前記固定機構の内側に
係合させることによって半径方向外向きに移動するように配置されることを特徴とする家
庭電気器具用ワンド。
【請求項２】
　前記固定機構は、使用に際して、互いに押圧し合う表面を具備し、
　前記固定機構の運動を前記錠止位置と前記解錠位置との間で行うように、前記表面は前
記ワンドの長手方向軸線に対して傾いている、請求項１に記載のワンド。
【請求項３】
　各固定機構は、前記錠止位置において、隣接する前記チューブの外面の窪み内に位置す
るように配置される突出部を備える、請求項１または請求項２に記載のワンド。
【請求項４】
　前記アームは隣接する固定機構を押圧することによって可動である、請求項１または請
求項３に記載のワンド。
【請求項５】
　前記アームは前記チューブの周りに回動自在に取り付けられ、
　前記突出部は半径方向に可動である、請求項４に記載のワンド。
【請求項６】
　前記チューブの周りで周方向に離隔された複数のアームがある、請求項１、３、４及び
５のいずれか１項に記載のワンド。
【請求項７】
　少なくとも３つのアームが設けられる、請求項６に記載のワンド。
【請求項８】
　前記アームは前記チューブの周りに嵌合する支持カラーによって支持される、請求項６
または請求項７に記載のワンド。
【請求項９】
　前記アーム及び前記支持カラーが、弾発的に曲げ易い材料から互いに一体的に形成され
る、請求項８に記載のワンド。
【請求項１０】
　各チューブは隣接するチューブに対して該チューブの回転を阻止する手段を備える、請
求項１から請求項９までのいずれか１項に記載のワンド。
【請求項１１】
　前記回転阻止手段は、
　　前記チューブに沿う軸線方向に延在する隆起部と、
　　隣接する前記チューブの前記固定機構に沿う軸線方向に延在するチャネルと、を備え
る請求項１０に記載のワンド。
【請求項１２】
　各チューブは隣接するチューブを密封するシールを担持する、請求項１から請求項１１
までのいずれか１項に記載のワンド。
【請求項１３】
　前記シールは、前記チューブの一端内に設置される、請求項１２に記載のワンド。
【請求項１４】
　前記シールは、隣接する前記チューブの幅狭な端部を密封するように配置される、請求
項１２または請求項１３に記載のワンド。
【請求項１５】
　前記固定機構のうちの１つが手動操作可能である、請求項１から請求項１４までのいず
れか１項に記載のワンド。
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【請求項１６】
　手動操作可能な前記固定機構は最も幅広な前記チューブの一部を構成する、請求項１５
に記載のワンド。
【請求項１７】
　最も幅広な前記チューブは前記ワンドを手動操作するハンドルを更に備え、手動操作可
能な前記固定機構は前記ハンドル上または該ハンドルに隣接して設置される、請求項１６
に記載のワンド。
【請求項１８】
　前記固定機構のうちの１つは前記ワンドを異なる伸張位置範囲の何れか１つに固定する
ことができる、請求項１から請求項１７までのいずれか１項に記載のワンド。
【請求項１９】
　前記チューブのうちの１つは、該チューブに沿った軸線方向に延在する隆起部を備え、
　前記隆起部は自身の長さに沿う複数の凹みを具備し、
　前記固定機構は前記凹みのうちの選択された１つに着座させるためのラグを備える、請
求項１８に記載のワンド。
【請求項２０】
　前記チューブのうちの最も幅広なチューブは、最も幅広な該チューブ内の格納位置に複
数の前記チューブを保持する手段を備える、請求項１から請求項１９までのいずれか１項
に記載のワンド。
【請求項２１】
　前記チューブのうちの最も幅狭なチューブはカラーを備え、かつ前記チューブのうちの
最も幅広なチューブは、前記チューブが格納位置にある時に最も幅狭な前記チューブ上に
前記カラーを保持するフックを具備する錠止機構を備える、請求項２０に記載のワンド。
【請求項２２】
　前記保持手段は、前記チューブが前記格納位置に向けて動いた時に自動的に作動される
、請求項２０または請求項２１に記載のワンド。
【請求項２３】
　最も幅狭な前記チューブの遠位端は、前記チューブが完全に後退する時に前記固定機構
の少なくとも幾つかを収容する手段を備える、請求項１から請求項２２までのいずれか１
項に記載のワンド。
【請求項２４】
　前記固定機構は、前記チューブが伸張する時に隣接するチューブに対する伸張位置にそ
れぞれの該チューブを自動的に固定するようにも配置される、請求項１から請求項２３ま
でのいずれか１項に記載のワンド。
【請求項２５】
　各固定機構は、錠止位置内に可動な突出部を備え、この錠止位置では前記突出部は隣接
する前記チューブの外面の窪みに位置する、請求項２４に記載のワンド。
【請求項２６】
　各固定機構は突出部を備え、
　各隣接するチューブは自身の端部に隣接して直径が増すカラーを備え、
　前記チューブ及び前記固定機構は隣接する前記チューブのカラーを受容するための空洞
を画成し、
　前記突出部は、前記チューブが互いに対する伸張位置内に動く時に前記カラーによって
一時的に移動可能であり、もって前記空洞内に前記カラーを収容かつ保持するようになっ
ている、請求項２４または請求項２５に記載のワンド。
【請求項２７】
　前記固定機構又は前記チューブは、該チューブが伸張位置にもたらされた時に前記固定
機構を一時的に動かすことができる傾斜面を備える、請求項２４から請求項２６までのい
ずれか１項に記載のワンド。
【請求項２８】
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　前記固定機構は、それぞれの前記チューブの外壁に設置される、請求項１から請求項２
７までのいずれか１項に記載のワンド。
【請求項２９】
　真空掃除機用清掃ワンドの形態をした、請求項１から請求項２８までのいずれか１項に
記載のワンド。
【請求項３０】
　請求項１から請求項２９までのいずれか１項に記載のワンドを組み込んだ家庭電気器具
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、家庭電気器具用入れ子式ワンド組立体に関する。ワンド組立体は、特に、し
かし排他的ではなく、真空掃除機用として有用である。
【背景技術】
【０００２】
　シリンダ 式真空掃除機は、一般に、使用者によって引っ張られる主掃除機本体を備え
る。主本体は、空気流から塵及び埃を分離するための分離装置を含む。空気流は、ホース
と、使用者によって操作されるワンド組立体とによって主本体に導かれる。清掃道具は、
通常、ワンドの遠位端に取り付けられる。ホース及びワンド組立体は、掃除機及び堅固な
ワンドの主本体に取り付けられる可撓性ホースの長さを備える。ワンドは典型的には互い
に入れ子式に連結される２つのチューブを備える。チューブのうちの１つはハンドルに堅
固に連結され、他のチューブがこのチューブ内に入れ子になっている。錠止装置又はラチ
ェット機構の幾つ 、２つのチューブを互いに対して特定位置に固定するために設けら
れる。このように、ワンドの全長は、使用者の物理的寸法（背の高さ又は腕の長さ）に適
するように構成される。このタイプのワンドの実例は従来技術文献に示されている（例え
ば、特許文献１参照）。
【特許文献１】米国特許第３、０８３、０４１号明細書
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　真空掃除機をより都合よく格納し得るように、この真空掃除機をよりコンパクトに作る
傾向がある。コンパクトな掃除機本体を具備する多くの掃除機の実例があるが、これらの
掃除機のほとんどは、掃除機が不要な期間の間に格納することが難しい、嵩張った２段式
ワンドを依然として備えている。包装の観点から、ワンドの寸法は、しばしば、製品を出
荷するに要する箱の最小寸法を規定する。
【０００４】
　ワンドに３つの段を設けることが知られている。より多くの段を設けることによって、
ワンドが完全に折り畳まれた時のワンドの全長は２段式ワンドを具備するものより、より
短くなる。しかしながら、ワンドに３以上の段を設けることは、使用者に対するワンドの
複雑さを増す。特に、使用に際してワンドを伸張しかつ格納に際してワンドを後退させる
のはより時間を浪費しかつ当惑させるものとなり得る。
【０００５】
　本発明は、操作するのにより好都合な入れ子式ワンド組立体を提供することを目的とし
ている。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　従って、本発明の第１実施態様は、家庭電気器具用ワンドであって、互いに内部で入れ
子になるように寸法づけられた複数のチューブであって、各チューブが、自身を別のチュ
ーブに対して伸張位置に固定するための固定機構と関連しており、前記チューブが後退し
た時に１つの固定機構が別の固定機構を解放するように前記固定機構が配置されている、
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複数のチューブを備える家庭電気器具用ワンドを提供する。
【０００７】
　互いに作動する固定機構を設けることによって、使用者は、ワンドを折り畳むために各
個別の固定機構を別個に操作する必要はない。このように、そのようなワンドが通常は使
用者に与えるであろう更なる複雑さが無く、全長が短いワンドを後退可能にする、かなり
多数の段をワンドに設け得る。
【０００８】
　好ましくは、各固定機構は、自身が隣接するチューブと関連するチューブを錠止する錠
止位置と、自身が前記チューブ間での運動を可能にする解錠位置との間で移動可能である
。チューブが後 に一方の固定機構が他方の固定機構を押圧して、該他方の固定機
構を解錠させるように、隣接する固定機構は、自身のそれぞれのチューブ上に位置づけら
れる。かくして、コスト及び複雑性に関して不都合な水準となるであろう、固定機構を互
いにリンクする必要はない。むしろ、固定機構は、互いに機械的に単純であり従って信頼
し得る態様で互いに動作する。
【０００９】
　好ましくは、各固定機構は、錠止すべきチューブの外面の窪みに位置する突出部を備え
る。この窪みは、チューブを形削りすることによって、又は内側チューブの壁に開口を形
成することによって形成し得る。この突出部は、チューブに並んで位置するアームによっ
て担持し得る。
【００１０】
　好ましくは、これらのアームは、チューブの周りに回動自在に取り付けられる。これは
、突出部を半径方向に移動させる。アームの回動取付はアームを弾発的に曲げ易い材料（
例えば、ナイロン）から作ることによって、あるいはチューブの周りを回動し得る分離部
分として各アームを設けることによって達成し得る。
【００１１】
　好ましくは、使用に際して、互いに押圧し合う固定機構の表面はワンドの長手方向軸線
に対して傾いており、これにより、固定機構の運動を行うようになっている。
【００１２】
　ワンドの固定機構は、ワンドが、使用者がチューブを伸張位置に固定するのに別々に各
固定機構を操作する必要のない伸張位置にもたらされる時に該伸張位置にワンドのチュー
ブを自動的に固定すべきことも望まれる。
【００１３】
　これはチューブの端部に隣接して直径が増すカラーを設けることによって達成し得る。
固定機構上の突出部は、使用に際して、固定機構及びチューブによって画成される空洞内
にカラーを収容かつ保持するように、カラーによって一時的に移動可能になっている。あ
るいは、突出部は、チューブが伸張位置にもたらされる時に内側チューブの窪みにそれ自
体単に着座し得る。この窪みは、チューブを形削りするか又は内側チューブの壁に開口を
形成することによって形成し得る。
【００１４】
　好ましくは、ワンドは互いに対するチューブの回転を阻止する手段を組み込んでいる。
このように、使用に際して、使用者は、ワンドの遠位端にある道具の位置を制御すること
ができる。これは、チューブに沿って軸線方向に延在する隆起部と、 固定機構に沿って
軸線方向に延在するチャネルとを設けることによって達成し得る。
【００１５】
　好ましくは、固定機構の１つは、手動で操作可能である。手動操作制御装置は、チュー
ブのうちの最も幅広なチューブ、すなわち、ワンドが完全に後退した時に他のチューブの
全てを収容するチューブに設け得る。都合よくは、制御装置は、ワンドを主動操作するた
めのハンドルに、又は、該ハンドルに隣接して設置し得る。
【００１６】
　好ましくは、チューブのうちの１つは、このチューブの別のチューブに対する複数の別
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様の錠止位置を備える。これは、使用者がこれら自体の物理的要求事項を調節するために
ワンドの全長を調節することを可能にする。
【００１７】
　好ましくは、チューブのうちの最も幅広なチューブは、最も幅広なチューブ内の格納位
置に複数のチューブを保持するための手段を備える。これは、チュー に最
も幅狭なチューブ上のカラーを保持するためのフックの形態を取り得る。フックは、チュ
ーブが格納位置内に動く時に自動的に作動し得る。
【００１８】
　好ましくは、最も幅狭なチューブの遠位端は、チューブが完全に後 に固定手段
の 少なくとも幾つかを収容する手段を備える。これは、固定機構を収容するキャッ
プの形態を取り得る。
【００１９】
　本発明の更なる態様は、家庭電気器具用ワンドであって、互いに内部で入れ子になるよ
うに寸法づけられた複数のチューブを備え、各チューブが、自身を別のチューブに対して
伸張位置に固定するための固定機構と関連しており、各固定機構が、前記チューブが伸張
した時に、チューブを伸張位置に自動的に固定するように前記固定機構が配置されている
。かくして、使用者はチューブを伸張位置に固定するために各固定機構を個々に操作する
必要はない。
【００２０】
　本発明の更なる態様は、家庭用電気器具ワンドであって、互いに内部で入れ子になるよ
うに寸法づけられた複数のチューブ、及び複数のチューブを最も幅広なチューブ内の格納
位置に保持するようにチューブのうちの最も幅広なチューブがチューブのうちの最も幅狭
なチューブと協働する保持手段を備える。通常は、２つのチューブ式ワンドの錠止装置は
、２つのチューブを互いに対する何れの位置にも錠止可能にする。複数のチューブを格納
位置に保持する最も幅広なチューブに保持手段を設けることは、単純な固定機構、すなわ
ち、チューブが完全に伸 にチューブを錠止する必要があるのみの固定機構をチュ
ーブの各々に使用可能にする。保持手段は、格納位置にある全てのチューブを保持する機
能を助長する。
【００２１】
　好ましくは、チュ－ブのうちの最も幅狭なチューブはカラーを備え、かつチューブのう
ちの最も幅広なチューブは、チュー 時に最も幅狭なチューブ上にカラーを保
持するためのフックを具備する錠止機構を備える。
【００２２】
　好ましくは、保持手段は、使用者が保持手段を操作する必要がないように、チューブが
格納位置に向けて動く時に自動的に作動する。
【００２３】
　好ましくは、各チューブはチューブを別のチューブに対して伸張位置に固定するための
固定装置と関連し、最も幅狭なチューブの遠位端は、チューブが完全に後退する時に固定
機構の少なくとも幾つかを収容するための手段を備える。これは、格納の間に固定手段が
損傷しないように保護する。固定手段は、固定機構を収容するための空洞を画成する長手
方向に延在する壁を具備するキャップを備え得る。
【００２４】
　本発明のこれらの更なる態様は本発明の他の態様の記載／特許請求の範囲の特徴的構成
の何れかと組合わせ得ることが理解される。
【００２５】
　これらの装置はシリンダー又はキャニスタータイプの掃除機に対して特に有用である。
しかしながら、これらは、カーペットクリーニング機械のような、概して真空掃除機の他
のタイプ又は他の家庭電気器具に使用し得る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２６】
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　本発明の実施形態を添付図面を参照して説明する。
【００２７】
　図１から図４までに示すワンドは、３つの別個のチューブ２０、３０、４０を備える。
これらのチューブは、内部で互いに入れ子にし得るように直径が漸次減少する。３つのチ
ューブは、格納チューブ１０に後退可能に収容される。ハンドル１２は、使用者がワンド
を操作可能にすべく格納チューブ１０に連結される。可撓性ホース１８は、格納チューブ
１０の部分１６から延在しかつ回転式継手１７によってこの部分に連結される。
【００２８】
　チューブ２０、３０、４０は内部で互いに摺動自在であり、かつ（図３及び図４に示す
ような）格納位置と、（図１及び図２に示すような）伸張位置との間で動き得る。チュー
ブの端部のみが別のチューブに重なるように、１つのチューブが別のチューブから伸張さ
れる。図４は、格納チューブ１０内の完全に後退した位置にあるチューブを示す図３の線
Ａ－Ａに沿った横断面図である。チューブ２０、３０、４０は、直径が漸次狭まり、長さ
が漸次長くなる。各チューブの長さは、固定機構２５、３５が互いに並んで置かれている
時に、該各チューブが格納チューブ１０の有効長を十分に占有するように選択される。
【００２９】
　チューブ４０の遠位端は何れかの周知の態様で、床道具（図示せず）を受容するように
構成される。例えば、床ツールは、締まり嵌め、相互連結差込み嵌合、スナップ嵌合連結
、ねじ山カラー及びスリーブによって、あるいは何れか他の適切な手段によって、チュー
ブ４０に連結し得る。アクセサリーツールも床道具の代わりにチューブ４０に取り付け得
る。
【００３０】
　固定機構１５、２５、３５は、チューブが図１及び図２に示す伸張位置にある時に必要
とされる、該チューブを互いに錠止するか、あるいは、チューブが図３及び図４に示す格
納位置内に後退した時に必要とされる、該チューブの互いに対する自由運動を可能にする
ことができる。チューブ２０を格納チューブ１０に固定するために、固定機構１５が格納
チューブ１０に設けられる。チューブ２０をチューブ３０に固定するために別の固定機構
２５が該チューブ２０の遠位端に設けられる。チューブ３０をチューブ４０に固定するた
めに更なる固定機構３５が該チューブ３０の遠位端に設けられる。
【００３１】
　図５は、チューブ２０上の固定機構２５をより詳細に示し、図６は、固定機構２５及び
チューブ２０の端部の別の視図を示す。チューブ３０上の固定機構３５は同じ態様で働く
。固定機構２５は、チューブ２０の外部周りに嵌合するリング２５０を備える。リング２
５０の第１環状部分２５１は、チューブ２０の端部から前向きに突出し、かつチューブ２
０自体の直径より狭い直径を有する開口を形成する。これは、リング２５０がチューブ２
０に対する固定位置に留まることを可能にする。環状部分２５１の開口の直径は、チュー
ブ２０の直径より狭いが、チューブ３０を受容するには十分な大きさである。第１環状部
分２５１は傾斜した前部面２５２を備える。第１環状部分２５１の軸線方向後部には、第
２環状部分２５３がある。第２環状部分２５３は、第１環状部分２５１に連結され、かつ
該第１環状部分から後向きに軸線方向に延在する複数のアーム（図６では全体的に２５９
として示されている）を備える。各アーム２５９間には、チューブ２０の外面に沿って嵌
合する円弧形状部分２５８がある。円弧形状部分２５８も、第１環状部分２５１に連結さ
れかつアーム２５９より短い距離に対して軸線方向に後向きに延在する。円弧形状部分２
５８及びアーム２５９は、狭いギャップ２５７によって周方向に分離される。３つのアー
ム２５９が示されており、これは好ましい最小数であることが分かっているが、他の数の
アーム２５９も設け得る。
【００３２】
　固定機構２５は、更に１組の突出部２６５も備える。これらは、チューブ２０上の対応
する開口２６４に位置する形状構成物 (features)を保持している。チューブ３０の端部は
カラー３１０を備えて成り、このカラーは自身の左までのチューブ３０の残部に比較して
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拡大した直径を有する。カラー３１０は、図５に示すように、チューブ３０を形削りする
ことによって、チューブの厚さを増加させることによって、あるいはカラーが必要とされ
る場所におけるチューブの周りに付加的なリング材料を固定することによって、形成し得
る。別のチューブを密封するために、各チューブにはシール２６０が設けられる。シール
２６０は、チューブ３０の一端に設置されかつチューブの内面に固定される。シール２６
０は、適所に接合又は留めることができる。チューブ３０の最後部の環状部分３１２は、
カラー３１０と同じ直 を有するものとして示されている。部分３１２は、チューブ２０
の隣接壁を押圧しかつチューブを安定化するように働き、及び部分３１２はシール２６０
をチューブ２０の内壁に支持可能にもするから、これは好ましい。しかしながら、環状部
分３１２はチューブ３０の残部と同じ直径を有し得る。
　アーム２５９の各々は、チューブ２０の壁にある開口２６３を貫通して延在する半径方
向内向きに延在する突出部２５４を備える。チューブ２０、３０が図示するような錠止位
置にあると、突出部２５４はチューブ２０、３０を一緒に錠止するように、チューブ３０
に形成された窪み３１４にも位置する。アーム２５９は、傾斜した面２５６を具備する半
径方向外向きに延在する部分２５５も備える。固定機構は、突出部２５４と共にアーム２
５９が外向きに屈曲しかつ破断せずに図示した位置へ戻ることを可能にするには十分に弾
発的である材料から作られる。カラー３１０は、自身が環状部分２５１と突出部２５４の
間で捕捉されると、チューブ２０内にチューブ３０を保持する働きをする。環状部分３１
４はカラー３１０より狭い直径を備えており、固定機構の突出部２５４を受容するために
窪み３１４を形成する。チューブ２０、３０を解放するために、アーム２５９は環状部分
２５１周りに回動して半径方向外向きに屈曲する。これは、突出 チューブ内の
窪み３１４及びカラー３１０の外側から解放する。万一これが必要ならば、各アーム２５
９の内面２６６はアームが使用者によって容易に把持されることを可能にする凹面プロフ
ァイルを備える。
【００３３】
　シール２６０は、このシールがより大きなチューブ２０の内 封することができる
ように、チューブの端部を越えて軸線方向及び半径方向に延在する。チューブ２０の軸線
方向のいちばん端の部分は、シール２６０がチューブ２０の内面に上手く嵌合することが
できるように、チューブの残部より狭い直径を有する。狭い端部直径への直径遷移は、チ
ューブの部分２２０として示されている。
【００３４】
　図７～図９は、格納チューブ１０の固定機構をより詳細に示す。簡易化のために、解放
キャッチ１５及びチューブ２０（キャッチ１５が作用するチューブ）のみを示す。解放キ
ャッチ１５は、格納チューブ１０の壁を越えて突出しかつキャッチ を解放するために
手動で操作し得る部分１５１を具備するリング形状部材１５ 。解放キャッチ１
５は、該キャッチがチューブ１０の長手方向軸線に直角な平面内で動き得るように、チュ
ーブ１０（図示せず）によって支持される。キャッチ１５の作動部分はリング状部材１５
５から半径方向内向きに延在する突出部１５２である。図９に示すように、チューブ２０
が格納チューブ１０から完全に引き抜かれると、突出部１５２はチューブ２０の外面に形
成されたチャネル１５６に位置し、かつチューブをこの伸張位置に錠止する働きをする。
突出部１５２の切込み１５４はチューブ２０上に位置する隆起部２２を収容しかつチュー
ブ１０、２０が互いに対して捩れないように阻止する働きをする。格納チューブ１０の最
前部は、傾斜面１０２と、チューブ１０及び（上述したカラー３１０と類似した）チュー
ブ２０上に位置するカラー１１０の両方よりも狭い直径とを備える。かくして、カラー１
１０は格納チューブ１０から引き抜くことができない。傾斜面１０２は、以下により詳細
に説明するように、チューブ た時に固定機構２５を解錠する働きをする。シ
ール２１０は、チューブ１０を収容するためにチューブ２０を密封する。
【００３５】
　好ましくは、チューブは互いに対して捩じるべきではない。上述したように、軸線方向
に延在する隆起部２２が各チューブ２０、３０、４０の外面に沿って設けられる。各固定
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機構は、隆起部を収容し得るチャネル（２６７、図６）を備える。使用に際して、チュー
ブが互いに対して摺動するがチャネル２６７がチューブ間の何れの回転運動をも阻止する
とき、隆起部２２はチャネル２６７内で摺動する。隆起部２２はそれぞれのチューブと同
時に押出し品として形成し得る。
【００３６】
　肉体的な寸法（背の高さ、腕の長さ）が異なる使用者が快適にワンドを使用し得るよう
に、異なる全長長さに亘る範囲でワンドを調節し得ることが好ましい。この要求を満たす
ために、最上部のチューブ２０には、図１１に示すような、複数の別の錠止位置２３０が
設けられている。都合よくは、これらの錠止位置は、チューブ２０の長さに沿って延びる
隆起部２２の切込み２３０として設けられる 施形態では、解放キャッチ１５
は、図１０に示すような切込み１５４を備えていない。代わりに、突出部１５２は、これ
らの錠止位置切込み２３０の１つに位置することができるように連続している。これは、
チューブ２ 納チューブ１０に対して幾つかの異なる位置の何れか１つに錠 こ
とを可能にする。
【００３７】
　これらのチューブ１０、２０、３０、４０は、スチール又はアルミニウムのような金属
、あるいは硬いプラスチック材 ら 作り得る。これらのチューブは一定厚さの材
料から作ることが好ましく、上述した隆起部及びチャネルはこれらのチューブを形削りす
ることによって形成される。これは、最終製品の重量を最小化する利点を有する。
【００３８】
　上述した実施形態では、固定機構１５、２５、３５はナイロン複合物のような弾発的な
可撓性材料から作られる。しかしながら、アーム２５９の等価な回動運動は、各アーム２
５９を別個の部分として製造しかつ各アーム２５９と、固定機構２５の残部との間にピボ
ットを設けることによって達成し得る。アーム２５９の弾発性は、アームとチューブ、あ
るいはアームと固定機構の固定部分との間にばねを取り付けることによって達成し得る。
【００３９】
　上述した実施形態はチューブから分離した部分として固定機構２５、３５を示すが、固
定機構はチューブと一体に製造し得る。プラスチック固定機構は、金属製チューブの周り
にモールド成形し得る（あるいは別様に形成し得る）。あるいは、プラスチック製固定機
構は、プラスチックチューブとモールド成形し得る（あるいは別様に形成し得る）。
【００４０】
　ここで、ワンドの動作を説明する。ワンドを伸張するために、使用者はハンドル１２に
よって格納チューブ１０を保持しかつ最も狭いチューブ４０を格納チューブ１０から離し
て軸線方向に引っ張る。チューブ２０、３０、４０の各々は、チューブ１０から外向きに
摺動する。チューブが格納チューブ１０から摺動して出る程度は、隣接するチューブ／固
定機構間に存在する摩擦の量によって決定されるから重要ではない。各チューブが別のチ
ューブに対して伸張位置に到達する時（例えば、チューブ３０が図５に示す位置に向けて
チューブ２０に対して摺動する時）、チューブ２０、３０は自動的にこの伸張位置に錠止
する。図５を参照すると、固定機構２５の突出部２５４は、傾斜面２５６がチューブ３０
のカラー３１０上に載るように半径方向外向きに る。突出部２５４は、この時、そ
れ自体、チューブ３０内の窪み３１４に着座する。チューブ３０は、カラー３１０に当接
する固定機構の環状部分２５１によって更に外向きに摺動することが阻止される。チュー
ブ３０のカラー３１０は、ここで、環状部分２５１及び突出部２５４の垂直面間にしっか
りと保持されるので、長手方向の何れにも動くことができない。かくして、チューブ３０
は、ここで、チューブ２０に対して錠止される。シール２６０は、チューブ２０の内向き
にテーパが付された部分２２０を密封する。チューブ４０は、自身が完全な伸張位置に到

に、類似の態様でチューブ３０に対して錠止する。一旦、チューブが全て錠止し
合うと、ワンドは使う準備が整っている。チューブの各々は、使用者が各チューブに固定
機構を別個 必要無く自動的な態様にて伸張位置で噛み合うことが理解される。
【００４１】
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　ワンドを折り畳む手順をここに説明する。使用者は、最初に、格納チューブ１０のキャ
ッチ１５を解放する。これは、キャッチをチューブ２０から解放する。使用者はチューブ
４０の遠位端をチューブ１０に向けて軸線方向に動かす。これは、チューブ２０を格納チ
ューブ１０内で摺動させる。一旦、チューブ２０が格納チューブ１０内に完全に後退する
と、固定機構２５は（図７ に示すように）格納チューブ１０の先端１０２を押し

かつ固定機構２５のアーム２５９を 半径方向外向きに曲げさせ
、かくして、チューブ２０からチューブ３０を る。チューブ３０は、この時、固定
機構３５が固定機構２５を 押圧するまでチューブ２０内に後退可能である。上述した
ように、これは、チューブ４０をチューブ３０から ために固定機構３５のアーム
を 半径方向外向きに曲げさせる。使用者がチューブ４０を押し続けると、チュー
ブ４０はチューブ３０内に後退可能であり、かくして、ワンドは完全に後退する。完全な
ワンドの後退は、使用者が各固定機構２５、３５を別個に操作する必要 １つの連
続した素早い動 うことができる。
【００４２】
　図１２及び図１３は、図５及び図６に示す実施形態と類似の図を使ってワンドの別の実
施形態を示す。上述したように、チューブ２０′及び３０′はワンドの２つの隣接する段
を表す。この実施形態における主な差異は、図５のチューブ３０のカラー３１０がチュー
ブ３０´の一部を構成する傾斜面４７０で置き変えられて ることと、図５の突出部２５
４が、自身の側部上の傾斜面２５６というよりもむしろ各側部上で真っ直ぐに半径方向に
延在する面を具備する突出部４５４によって置き換えられていること である。この別
様の装置は、チューブ３０ 止位置に向けて伸 時、突出部４５４が半径方向外
向きに動くという点で、上述の実施形態と同じ機能を達成する。ここで、突出部４５４と
協働するチューブ３０′の傾斜面４７０によって動きがなされる。図１９及び図２０は、
２つの実施形態をより詳細に比較している。
【００４３】
　図１２に示す実施形態には幾つかの他の差異がある。チューブ３０′は、チューブの外
面に、形作られた窪みというよりはむしろ該チューブに型押しされた開口４１４を備える
。これは、製造するのが単純であることが分かっている。チューブ３０′がここで自身の
外壁に開口を有するという事実を補償するために、シール４６０が長手方向でチューブ３
０′内に更に延在する。シール４６０の最も内側の部分はチューブ３０′の傾斜面４７０
の内 当接し、シール４６０の最も外側の部分４６２はチューブ２０′の内壁に当接す
る。使用に際して、突出部４５４は、チューブが錠止される時には、それ自体で開口４１
４に着座する。何 長手方向のチューブ３０′の動 突出部４５４の半径方向面に
よって阻止される。この装置構成は、前述した装置構成と比較して、チューブが錠止され
る時により確実であることを使用者に示すことが分かっている。
【００４４】
　図１４及び図１５は、この実施形態では１０′として示される格納チューブ１０のため
の別の錠止機構５００を示す。図１４は、格納チューブ１０′に対する伸張かつ錠止位置
にある最も幅の広いチューブ２０′を示す。錠止機構５００は、アクチュエータ部材５１
０及び錠止レバー５６０を備える。アクチュエータ部材５１０は、ピボット５２０の周り
で格納チューブ１０′に回動自在に取り付けられる。錠止レバー５６０は、ピボット５４
０の周りで格納チューブ１０′の別の部分に回動自在に取り付けられる。アクチュエータ
部材５１０は、錠止レバー５６０の傾斜面５３５を押圧するリブ５１５を担持する。使用
に際して、５８０で示す方向へのアクチュエータ部材５１０の動きは、錠止レバー５６０
を５８５で示す方向に上昇又は下降させつつ、リブ５１５を傾斜面５３５に沿って載るよ
うにさせる。錠止レバー５６０の突出部５３０は、チューブ２０′の位置を錠止するため
に該チューブ２０′の壁の窪み５９０に着座する。アクチュエータ部材５１０を作動させ
ると、突出部５３０を自身の着座位置から上昇可能にし、かくしてチューブ２０′を後退
可能にする。錠止レバ 、チューブ４０′の遠位端にあるキャップ６００上にカ
ラー６１０を保持し得るフック５５０も担持する（図１６及び図１７を参照）。全てのチ
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ューブが格納チューブ１０′内に後退する時、キャップ６００は格納チューブ１０′の端
部に並んで位置し、かつフック５５０はカラー６１ 係合し得る。アクチュエータ５１
０が作動してフック５５０を解放するまで、全てのチューブ２０′、３０′、４０′はこ
のように格納チューブ１０′内にしっかりと保持される。フック５５０の先端は、チュー
ブが格納チューブ１０′内部に後 時にカラー６１０によって移動し得る傾斜面５５
１を備える。これは、チューブが（図１８に示す 置に向けて動く時に、フック５
５０が自動的にカラー５１０上に載り、こうしてキャップ６００を保持することを可能に
する。カラー６１０は、分離取付具６００の一部としてよりはむしろチューブ４０′の一
部として設け得ることが分かる。格納位置では、キャップ６００は他の段の固定機構の全
てを収容し、かくして格納の間にこれらのチューブを保護する働きをする。
【００４５】
　ここに記載した錠止装置は、チューブ２０′が種々の伸張位置で錠止されることを可能
とするように、図１１に正に示す装置と同じ態様で働き得る。最上部のチューブ２０′に
は、図１４に５９０として示すタイプの１組の錠止窪みが設けられる。これらの錠止位置
は、チューブ２０′の長さに沿って延びる隆起部５９５内の更なる切込み５９０として設
け得る。
【００４６】
　図２１は、チューブ用固定機構のための更なる別の実施形態を示す。ここでは、前述の
実施形態のアーム２５９、４５９が、半径方向に移動可能な錠止部分７００によって置き
換えられている。錠止部分７００は、チューブ２０′の周りに嵌合するリング７４０の後
向きに延在するリブ７４５によって保持される。ばね７５０は、リブ７４５と錠止部分７
００との間で作用しかつチューブ３０′に向けて錠止部分７００を偏倚させる働きをする
。この実施形態は前述した実施形態と同じ態様で働き、使用者による手動操作が無くても
錠止位置及び解錠位置の両方を自動的に推定する。使用に際して、１つの錠止機構上のカ
ラー７４０の傾斜した先端７４１は、チューブを自動的に解錠するように隣接する錠止機
構の傾斜面を押圧する。錠止部分７００は四角い突出部７２０を具備して示されているが
、この錠止部分は図１９に示すタイプの傾斜面を備え得る。
【００４７】
　図面に示したワンドは、格納チューブに加えて、３つの別個なチューブ又は段を備える
が、このワンドは２段のみ又は３段以上の多数の段を備え得ることが分かる。各付加段は
、図示した実施形態の２５、３５として示される固定機構と同じタイプの固定機構を備え
る。ハンドルは収納チューブの一部として示してきたが、ハンドルは、図１に示す部分１
６に代わって、収納チューブの遠位端の内側に嵌合するエルボ形状のパイプとし得る。
【図面の簡単な説明】
【００４８】
【図１】本発明による伸張状態のワンドを示す図である。
【図２】本発明による伸張状態のワンドを示す図である。
【図３】後退状態の図１のワンドを示す図である。
【図４】図３のワンドを通して切断した断面図である。
【図５】ワンドが伸張状態に錠止された時の、図１のワンドの一部を通して切断した詳細
断面図である。
【図６】図５の断面に示すワンドの部品の詳細図である。
【図７】図１のワンドの別の部分を通して切断した詳細断面図である。
【図８】図１のワンドの格納チューブの錠止機構を示す図である。
【図９】図１のワンドの格納チューブの錠止機構を示す図である。
【図１０】図８及び図９の錠止機構の部品をより詳細に示す図である。
【図１１】図８～図１０の錠止機構の別の実施形態を示す図である。
【図１２】伸張状態に錠止されたワンドの別の実施形態を示す図である。
【図１３】図１２に示す実施形態の部品をより詳細に示す図である。
【図１４】ワンドの格納チューブの錠止機構の別の実施形態を示す図である。
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【図１５】ワンドの格納チューブの錠止機構の別の実施形態を示す図である。
【図１６】図１４及び図１５に示す錠止機構を具備するワンドを示す図である。
【図１７】図１４及び図１５に示す錠止機構を具備するワンドを示す図である。
【図１８】完全に後退しかつ錠止された状態の図１６及び図１７のワンドの一部を示す図
である。
【図１９】錠止状態にされたワンドのチューブをより詳細に示す図である。
【図２０】錠止状態にされたワンドのチューブをより詳細に示す図である。
【図２１】ワンド用固定機構の更に別の実施形態を示す図である
【符号の説明】
【００４９】
　１０ ューブ
　１２　ハンドル
　１５　固定機構、キャッチ
　１６ ュー 分
　１７　回転式継手
　１８　可撓性ホース
　１９　格納チューブ
　２０、３０、４０　チューブ
　２０´、３０´　チューブ
　２２　隆起部
　２５、３５　固定機構
　１０２　先端
　１５１　手動で操作し得る部分
　１５２　突出部
　１５４　切込み
　１５５　環状部材
　１５６　チャネル
　２２０　テーパが付された部分
　２３０　錠止位置切込み
　２５０　リング
　２５１　第１環状部分
　２５２　前部面
　２５４、２５５　突出部
　２５６　傾斜面
　２５８　円弧形状部分
　２５９、４５９　アーム
　２６０　シール
　２６５　突出部
　２６６　内面
　２６７　チャネル
　３１０　カラー
　３１２　部分
　３１４　環状部分
　５９０　切込み
　５９５　隆起部
　７００　錠止部分
　７２０　突出部
　７４０　カラー
　７４１　先端
　７４５　リブ
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

【 図 ９ 】

【 図 １ ０ 】 【 図 １ １ 】
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【 図 １ ２ 】 【 図 １ ３ 】

【 図 １ ４ 】 【 図 １ ５ 】
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【 図 １ ６ 】 【 図 １ ７ 】

【 図 １ ８ 】 【 図 １ ９ 】

【 図 ２ ０ 】
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【 図 ２ １ 】
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